
新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

特許出願において翻訳文の
添付が必要とされているが
日本語翻訳の手間が煩雑と
なっている。

特許法第３６条、第３６条の２

特区内において外国企業が
日本法人を設立する場合に
おいて、特許申請のため提
出する書類等について、日
本語・英語併記とし、英語記
入による申請・提出を可とす
る。

⑦　「⑤」の事業の実施を不可能
又は困難とさせている規制等の

内容
（必須）

⑨　「⑦」及び「⑧」の規制・制度
改革のために提案する新たな措

置の内容
（必須）

①提案主体の
氏名

又は団体名
（必須）

⑤具体的な事業の実施内容
（必須）

⑥　「⑤」の事業を実施した場合に想定される経済的社会的効果
（必須）

③提案名
（必須）

⑧　「⑦」の規制等の根拠法令等
（必須）

④事業の実施場
所

（任意）

特区内において外国企業が
日本法人を設立する場合に
おいて、事業運営するにあた
り、関係省庁に提出する書
類は英語でも可とする。

・労働保険の保険料の徴収等に
関する法律第４条の２第１項の
保険関係の成立の届出等及び
労働保険の保険料の徴収等に
関する法律施行規則第４条の保
険関係の成立の届出、
・労働保険の保険料の徴収等に
関する法律第１５条の概算保険
料の納付及び労働保険の保険
料の徴収等に関する法律施行
規則第２４条第３項の賃金総額
の見込額の特例等及び第３８条
の労働保険料等の申告及び納
付、厚生労働省関係石綿による
健康被害救済に関する法律施
行規則第２条の２第２項の一般
拠出金申告書
・雇用保険法施行規則第１４１条
の事業所の設置等の届出、雇用
保険法第7条の被保険者に関す
る届出及び雇用保険法施行規
則第6条被保険者となつたことの
届出
・健康保険法第３条第３項の適
用事業場の定義及び健康保険
法施行規則１９条の新規適用事
業所の届出、健康保険法４８条
の届出及び健康保険法施行規
則２４条の被保険者の資格取得
の届出
・厚生年金保険法第６条の適用
事業所及び厚生年金保険法施
行規則第１３条の１の新規適用
事業所の届出、厚生年金保険法
２７条の届出及び厚生年金保険
法施行規則１５条の被保険者の
資格取得の届出

法人設立、保険加入等にあ
たり日本語のみの書類申請
が外国企業にとって高い
ハードルとなっている。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
を向上させることができる。
○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
となることで、人口流失を防ぐことができるとともに、外部からの
移住を見込むことができる。

 南魚沼市に最先端技術を有する海外のＩＴ関連企業を集積させた産業拠点「グローバルＩＴ
パーク」を設置することで有能な外国人のＩＴ人材や企業を誘致する。あわせて「南魚沼市生
涯活躍のまち構想」を進める事で、海外でのビジネス経験や多様な人脈を有するアクティブ
シニア世代の移住を進めることで、交流できるようなグローバル拠点を創出する。
　具体的には、市内公共施設の空きスペースを改修し海外からのＩＴ企業を誘致することに
より、海外ＩＴ人材の集積と地域における新しい人の流れと産業を生みだすとともに、若い世
代の雇用増大を目指すため、海外企業や人材の当市への進出を困難にしている規制など
の解消を図る。 併せて進めている生涯活躍のまち構想実現のため、アクティブシニア世代
が将来安心して住むために支障となる規制の解消を図り、日本国内からもグローバル感覚
を持った移住者の移住・定住を進め、生涯活躍のまち形成事業を進めて行く。
　

【背景】
○現在、欧米の企業では、インドをはじめとするアジア諸国の高いＩＴ技術を有効に活用し、
ソフト技術開発の外部委託やＩＴ人材の採用を進める事でコストを抑えながら生産性を向上
させている。
　これに対し、日本の中小企業の多くは文化の違いや言語・コミュニケーションの障壁等か
ら、自社開発にこだわり、海外ＩＴ人材の活用及び海外ＩＴ企業との連携がなかなか進んでい
ない。
○今後も国内の生産年齢人口の減少が見込まれるなか、ＩＴ人材不足に悩む中小企業の
現状を打破し、生産性を向上させ「稼ぐ力」を高めていくためには、海外のＩＴ企業の人材を
活用する事が有効と考えられる。高いＩＴ技術力を有するインドやスリランカなど南アジア諸
国のＩＴ関連企業の多くは日本市場への進出を望んでいると共に、世界有数の製造技術力
を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
○南魚沼市内には国際大学が立地（国際大学：アジア諸国から優秀な留学生を多く受け入
れ、毎年、英国エコノミスト誌のビジネス・スクール・ランキングにおいて日本で唯一、世界
のトップスクール上位100校にランクイン）しており、外国人を受け入れやすい環境が整って
いる。（外国人比率（外国人人口/総人口）が県内1位）
○上越新幹線浦佐駅や関越自動車高速道などの高速交通網が整備されているため、東京
圏と短時間で結ばれている。（新幹線利用により東京駅から浦佐駅まで約90分）
○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
びついていないため、社会減の主な原因となっている。求人は多いものの、高学歴の人材
は地方の工場（第二次産業）勤務等に魅力を感じておらず、雇用のミスマッチが発生してい
る。このため、市総合戦略策定時に外部組織（市まち・ひと・しごと創生推進会議）の委員か
ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。
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　南魚沼市

在留資格「投資・経営」につ
いて、外国企業は日本国内
に入国・在留する者を対象と
して、日本国内において事務
所の確保や2名以上の雇
用、若しくは500万円以上の
投資といった要件が定めら
れており、外国人創業人材
等の受入促進にあたり「経
営・管理」の在留資格の基準
のハードルが高い。

出入国管理及び難民認定法
別表第1の2の表、第出入国
管理及び難民認定法第7条
第1項第2号、出入国管理及
び難民認定法第7条第1項第
2号の基準を定める省令、総
合規制改革会議の「規制改
革の推進に関する第3次答
申」に関する在留資格認定
(在留資格関係公表資料）、
（注）　外国人経営者の在留
資格基準の明確化について
法務省入国管理局公表資料
（平成17年8月　平成27年3
月改訂）

特区内のＩＴ企業に限定し、2
名以上の常勤職員確保の基
準を、2名以上雇用していなく
ても認められるようにする。
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在留資格「投資・経営」につ
いて、外国企業は日本国内
に入国・在留する者を対象と
して、日本国内において事務
所の確保や2名以上の雇
用、若しくは500万円以上の
投資といった要件が定めら
れており、外国人創業人材
等の受入促進にあたり「経
営・管理」の在留資格の基準
のハードルが高い。

出入国管理及び難民認定法
第7条第1項第2号、出入国
管理及び難民認定法第7条
第1項第2号の基準を定める
省令、総合規制改革会議の
「規制改革の推進に関する
第3次答申」に関する在留資
格認定　(在留資格関係公表
資料）、
（注）　外国人経営者の在留
資格基準の明確化について
法務省入国管理局公表資料
（平成17年8月　平成27年3
月改訂）

特区内での外国企業に関し
ては、現行の最低出資額基
準500万円の引き下げを行
う。
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　南魚沼市

高度外国人材について日本
に長期に滞在しやすいようし
なければ他国に流出する可
能性あり。

出入国管理及び難民認定法
別表第1の2の表の高度専門
職の項の下欄、出入国管理
及び難民認定法別表第1の2
の表の高度専門職の項の下
欄の基準を定める省令（平
成26年12月26日法務省令第
37号）、

特区内で勤務する高度外国
人材について5年間の在留
上限期間をさらに10年に延
長する。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
を向上させることができる。
○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
となることで、人口流失を防ぐことができるとともに、外部からの
移住を見込むことができる。

 南魚沼市に最先端技術を有する海外のＩＴ関連企業を集積させた産業拠点「グローバルＩＴ
パーク」を設置することで有能な外国人のＩＴ人材や企業を誘致する。あわせて「南魚沼市生
涯活躍のまち構想」を進める事で、海外でのビジネス経験や多様な人脈を有するアクティブ
シニア世代の移住を進めることで、交流できるようなグローバル拠点を創出する。
　具体的には、市内公共施設の空きスペースを改修し海外からのＩＴ企業を誘致することに
より、海外ＩＴ人材の集積と地域における新しい人の流れと産業を生みだすとともに、若い世
代の雇用増大を目指すため、海外企業や人材の当市への進出を困難にしている規制など
の解消を図る。 併せて進めている生涯活躍のまち構想実現のため、アクティブシニア世代
が将来安心して住むために支障となる規制の解消を図り、日本国内からもグローバル感覚
を持った移住者の移住・定住を進め、生涯活躍のまち形成事業を進めて行く。
　

【背景】
○現在、欧米の企業では、インドをはじめとするアジア諸国の高いＩＴ技術を有効に活用し、
ソフト技術開発の外部委託やＩＴ人材の採用を進める事でコストを抑えながら生産性を向上
させている。
　これに対し、日本の中小企業の多くは文化の違いや言語・コミュニケーションの障壁等か
ら、自社開発にこだわり、海外ＩＴ人材の活用及び海外ＩＴ企業との連携がなかなか進んでい
ない。
○今後も国内の生産年齢人口の減少が見込まれるなか、ＩＴ人材不足に悩む中小企業の
現状を打破し、生産性を向上させ「稼ぐ力」を高めていくためには、海外のＩＴ企業の人材を
活用する事が有効と考えられる。高いＩＴ技術力を有するインドやスリランカなど南アジア諸
国のＩＴ関連企業の多くは日本市場への進出を望んでいると共に、世界有数の製造技術力
を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
○南魚沼市内には国際大学が立地（国際大学：アジア諸国から優秀な留学生を多く受け入
れ、毎年、英国エコノミスト誌のビジネス・スクール・ランキングにおいて日本で唯一、世界
のトップスクール上位100校にランクイン）しており、外国人を受け入れやすい環境が整って
いる。（外国人比率（外国人人口/総人口）が県内1位）
○上越新幹線浦佐駅や関越自動車高速道などの高速交通網が整備されているため、東京
圏と短時間で結ばれている。（新幹線利用により東京駅から浦佐駅まで約90分）
○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
びついていないため、社会減の主な原因となっている。求人は多いものの、高学歴の人材
は地方の工場（第二次産業）勤務等に魅力を感じておらず、雇用のミスマッチが発生してい
る。このため、市総合戦略策定時に外部組織（市まち・ひと・しごと創生推進会議）の委員か
ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。



⑦　「⑤」の事業の実施を不可能
又は困難とさせている規制等の

内容
（必須）

⑨　「⑦」及び「⑧」の規制・制度
改革のために提案する新たな措

置の内容
（必須）

①提案主体の
氏名

又は団体名
（必須）

⑤具体的な事業の実施内容
（必須）

⑥　「⑤」の事業を実施した場合に想定される経済的社会的効果
（必須）

③提案名
（必須）

⑧　「⑦」の規制等の根拠法令等
（必須）

④事業の実施場
所

（任意）

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

グローバル人材の集積にあ
たり、外国人医師による母国
語によるケアが不足してい
る。

外国人医師等が行う臨床修
練に係る医師法第１７条の
特例等に関する法律第２条、
第３条

特区内の医療機関におい
て、高度な技術を有する外
国人医師を受け入れること
ができるようにし、外国人向
けの医療環境を整備する。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

グローバル人材の集積にあ
たり、外国人看護師、社会福
祉士、介護福祉士等の健康
サポートする人材が不足して
いる。

外国人医師等が行う臨床修
練に係る医師法第１７条の
特例等に関する法律第２条、
第３条

特区内の医療・福祉施設で
勤務する外国人について、
一定の日本語会話能力及び
母国での実技能力を有する
ことを条件に、各資格試験に
ついて英語での筆記試験に
より資格取得が可能とする。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

日本人のグローバル人材教
育について講師となる英語
の外国人指導者が不足して
いる。

教育職員免許法第４条３項、
同第４条６項１号、同法５条３
項、同４項、同法第６条、同
法第９条２項（特別免許状）
教育職員免許法第３条の２
第１、同第２号（特別非常勤
講師制度）
教職員免許法第５条第７項

特区内の小中学校での国際
教育の高度化を進めるた
め、外国人英語講師への教
員免許状授与要件の緩和、
有効期間の延長、外国人英
語指導講師の雇用条件の明
確化を行う。

 南魚沼市に最先端技術を有する海外のＩＴ関連企業を集積させた産業拠点「グローバルＩＴ
パーク」を設置することで有能な外国人のＩＴ人材や企業を誘致する。あわせて「南魚沼市生
涯活躍のまち構想」を進める事で、海外でのビジネス経験や多様な人脈を有するアクティブ
シニア世代の移住を進めることで、交流できるようなグローバル拠点を創出する。
　具体的には、市内公共施設の空きスペースを改修し海外からのＩＴ企業を誘致することに
より、海外ＩＴ人材の集積と地域における新しい人の流れと産業を生みだすとともに、若い世
代の雇用増大を目指すため、海外企業や人材の当市への進出を困難にしている規制など
の解消を図る。 併せて進めている生涯活躍のまち構想実現のため、アクティブシニア世代
が将来安心して住むために支障となる規制の解消を図り、日本国内からもグローバル感覚
を持った移住者の移住・定住を進め、生涯活躍のまち形成事業を進めて行く。
　

【背景】
○現在、欧米の企業では、インドをはじめとするアジア諸国の高いＩＴ技術を有効に活用し、
ソフト技術開発の外部委託やＩＴ人材の採用を進める事でコストを抑えながら生産性を向上
させている。
　これに対し、日本の中小企業の多くは文化の違いや言語・コミュニケーションの障壁等か
ら、自社開発にこだわり、海外ＩＴ人材の活用及び海外ＩＴ企業との連携がなかなか進んでい
ない。
○今後も国内の生産年齢人口の減少が見込まれるなか、ＩＴ人材不足に悩む中小企業の
現状を打破し、生産性を向上させ「稼ぐ力」を高めていくためには、海外のＩＴ企業の人材を
活用する事が有効と考えられる。高いＩＴ技術力を有するインドやスリランカなど南アジア諸
国のＩＴ関連企業の多くは日本市場への進出を望んでいると共に、世界有数の製造技術力
を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
○南魚沼市内には国際大学が立地（国際大学：アジア諸国から優秀な留学生を多く受け入
れ、毎年、英国エコノミスト誌のビジネス・スクール・ランキングにおいて日本で唯一、世界
のトップスクール上位100校にランクイン）しており、外国人を受け入れやすい環境が整って
いる。（外国人比率（外国人人口/総人口）が県内1位）
○上越新幹線浦佐駅や関越自動車高速道などの高速交通網が整備されているため、東京
圏と短時間で結ばれている。（新幹線利用により東京駅から浦佐駅まで約90分）
○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
びついていないため、社会減の主な原因となっている。求人は多いものの、高学歴の人材
は地方の工場（第二次産業）勤務等に魅力を感じておらず、雇用のミスマッチが発生してい
る。このため、市総合戦略策定時に外部組織（市まち・ひと・しごと創生推進会議）の委員か
ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
を向上させることができる。
○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
となることで、人口流失を防ぐことができるとともに、外部からの
移住を見込むことができる。



⑦　「⑤」の事業の実施を不可能
又は困難とさせている規制等の

内容
（必須）

⑨　「⑦」及び「⑧」の規制・制度
改革のために提案する新たな措
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（必須）

①提案主体の
氏名
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⑤具体的な事業の実施内容
（必須）

⑥　「⑤」の事業を実施した場合に想定される経済的社会的効果
（必須）

③提案名
（必須）

⑧　「⑦」の規制等の根拠法令等
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④事業の実施場
所

（任意）

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

今後グローバル人材が増加
するにあたり、インターナショ
ナル・スクールが必要とな
る。

学校教育法施行規則第９５
条第２項、同５項

インターナショナルスクール
卒業生に対して特区内での
公立高校については受験資
格を付与する。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市
ビジネス上の商談等で訪れ
る外国人が増えるにあたり
宿泊施設が不足する。

旅館業法第２条第１項

特区内で一定の要件を満た
す施設については、10日間
の期間内であれば外国人旅
客に提供できるものとする。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

「サービス付き高齢者向け住
宅」のサービス拠点施設につ
いて、平成27年4月から資格
者等が常駐する場所として、
近接する建物（歩行距離で
概ね５００ｍ以内）まで範囲
が拡大されたが、車社会で
ある地方では日常生活圏域
が広く、また、中山間地域で
は集落内に建物が点在する
ことが考えられることから、
範囲内に効果的な常駐場所
を確保するのは困難な状況
がある。

国土交通省・厚生労働省関
係高齢者の居住の安定確保
に関する法律施行規則第１１
条、国土交通省・厚生労働
省関係高齢者の居住の安定
確保に関する法律施行規則
の一部を改正する省令の施
行について（平成27年3月31
日 老高発0331第2号 国住心
第227号）

サービス拠点施設について
は、地域の実情にあわせ、
車での巡回などの移動型拠
点を認めることを含め、見守
り要件の更なる距離的緩和
を図る。

 南魚沼市に最先端技術を有する海外のＩＴ関連企業を集積させた産業拠点「グローバルＩＴ
パーク」を設置することで有能な外国人のＩＴ人材や企業を誘致する。あわせて「南魚沼市生
涯活躍のまち構想」を進める事で、海外でのビジネス経験や多様な人脈を有するアクティブ
シニア世代の移住を進めることで、交流できるようなグローバル拠点を創出する。
　具体的には、市内公共施設の空きスペースを改修し海外からのＩＴ企業を誘致することに
より、海外ＩＴ人材の集積と地域における新しい人の流れと産業を生みだすとともに、若い世
代の雇用増大を目指すため、海外企業や人材の当市への進出を困難にしている規制など
の解消を図る。 併せて進めている生涯活躍のまち構想実現のため、アクティブシニア世代
が将来安心して住むために支障となる規制の解消を図り、日本国内からもグローバル感覚
を持った移住者の移住・定住を進め、生涯活躍のまち形成事業を進めて行く。
　

【背景】
○現在、欧米の企業では、インドをはじめとするアジア諸国の高いＩＴ技術を有効に活用し、
ソフト技術開発の外部委託やＩＴ人材の採用を進める事でコストを抑えながら生産性を向上
させている。
　これに対し、日本の中小企業の多くは文化の違いや言語・コミュニケーションの障壁等か
ら、自社開発にこだわり、海外ＩＴ人材の活用及び海外ＩＴ企業との連携がなかなか進んでい
ない。
○今後も国内の生産年齢人口の減少が見込まれるなか、ＩＴ人材不足に悩む中小企業の
現状を打破し、生産性を向上させ「稼ぐ力」を高めていくためには、海外のＩＴ企業の人材を
活用する事が有効と考えられる。高いＩＴ技術力を有するインドやスリランカなど南アジア諸
国のＩＴ関連企業の多くは日本市場への進出を望んでいると共に、世界有数の製造技術力
を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
○南魚沼市内には国際大学が立地（国際大学：アジア諸国から優秀な留学生を多く受け入
れ、毎年、英国エコノミスト誌のビジネス・スクール・ランキングにおいて日本で唯一、世界
のトップスクール上位100校にランクイン）しており、外国人を受け入れやすい環境が整って
いる。（外国人比率（外国人人口/総人口）が県内1位）
○上越新幹線浦佐駅や関越自動車高速道などの高速交通網が整備されているため、東京
圏と短時間で結ばれている。（新幹線利用により東京駅から浦佐駅まで約90分）
○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
びついていないため、社会減の主な原因となっている。求人は多いものの、高学歴の人材
は地方の工場（第二次産業）勤務等に魅力を感じておらず、雇用のミスマッチが発生してい
る。このため、市総合戦略策定時に外部組織（市まち・ひと・しごと創生推進会議）の委員か
ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
を向上させることができる。
○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
となることで、人口流失を防ぐことができるとともに、外部からの
移住を見込むことができる。
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新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

「サービス付き高齢者向け住
宅」の必須サービスの提供
者については、指定居宅
サービス事業者等の事業
者、または医師や看護師等
の専門職に限られているた
め、対象となる住居が広範
囲に分散する場合など、採
算面等から事業者の参入促
進を阻害する要因となること
が考えられる。

国土交通省・厚生労働省関
係高齢者の居住の安定確保
に関する法律施行規則第１１
条

必須サービスの提供につい
ては、事業者との緊密な連
携を確保した上で、地域の見
守り活動の主体である自治
会や消防団・民生委員・老人
クラブ等を活用できるよう資
格要件を緩和する。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

介護施設等への入所に伴
い、施設の所在地に住所を
移転した被保険者は、引き
続き従前市町村の被保険者
とする「住所地特例制度」に
ついて、平成27年4月から
「サービス付き高齢者向け住
宅」へ適用が拡大となった
が、必須サービス（安否確
認・生活相談）のみの場合は
その対象となっていない。

介護保険法第１３条

「サービス付き高齢者向け住
宅」について、必須サービス
（安否確認・生活相談）のみ
の場合も、介護保険の住所
地特例を適用する。

新潟県南魚沼
市

グローバル人材
集積と生涯活躍
のまち推進で実
現する新たな街
づくり構想

　南魚沼市

地域で高齢者支援事業など
を展開するため、新たなＮＰ
Ｏ法人を設立する際、申請
書類の縦覧期間が２ヶ月か
かるなど、事業の迅速なス
タートアップに支障があると
ともに、ＮＰＯ法人設立活性
化を阻害している。

特定非営利活動促進法第２
条、第１０条　（※国家戦略
特別区域法（一部改正）第２
４条の４）

ＮＰＯ法人の設立認証申請
時の縦覧期間を２週間に短
縮するなど、事業のスタート
アップに向けた迅速化を図
り、ＮＰＯ法人設立の活性化
を図る。

 南魚沼市に最先端技術を有する海外のＩＴ関連企業を集積させた産業拠点「グローバルＩＴ
パーク」を設置することで有能な外国人のＩＴ人材や企業を誘致する。あわせて「南魚沼市生
涯活躍のまち構想」を進める事で、海外でのビジネス経験や多様な人脈を有するアクティブ
シニア世代の移住を進めることで、交流できるようなグローバル拠点を創出する。
　具体的には、市内公共施設の空きスペースを改修し海外からのＩＴ企業を誘致することに
より、海外ＩＴ人材の集積と地域における新しい人の流れと産業を生みだすとともに、若い世
代の雇用増大を目指すため、海外企業や人材の当市への進出を困難にしている規制など
の解消を図る。 併せて進めている生涯活躍のまち構想実現のため、アクティブシニア世代
が将来安心して住むために支障となる規制の解消を図り、日本国内からもグローバル感覚
を持った移住者の移住・定住を進め、生涯活躍のまち形成事業を進めて行く。
　

【背景】
○現在、欧米の企業では、インドをはじめとするアジア諸国の高いＩＴ技術を有効に活用し、
ソフト技術開発の外部委託やＩＴ人材の採用を進める事でコストを抑えながら生産性を向上
させている。
　これに対し、日本の中小企業の多くは文化の違いや言語・コミュニケーションの障壁等か
ら、自社開発にこだわり、海外ＩＴ人材の活用及び海外ＩＴ企業との連携がなかなか進んでい
ない。
○今後も国内の生産年齢人口の減少が見込まれるなか、ＩＴ人材不足に悩む中小企業の
現状を打破し、生産性を向上させ「稼ぐ力」を高めていくためには、海外のＩＴ企業の人材を
活用する事が有効と考えられる。高いＩＴ技術力を有するインドやスリランカなど南アジア諸
国のＩＴ関連企業の多くは日本市場への進出を望んでいると共に、世界有数の製造技術力
を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
○南魚沼市内には国際大学が立地（国際大学：アジア諸国から優秀な留学生を多く受け入
れ、毎年、英国エコノミスト誌のビジネス・スクール・ランキングにおいて日本で唯一、世界
のトップスクール上位100校にランクイン）しており、外国人を受け入れやすい環境が整って
いる。（外国人比率（外国人人口/総人口）が県内1位）
○上越新幹線浦佐駅や関越自動車高速道などの高速交通網が整備されているため、東京
圏と短時間で結ばれている。（新幹線利用により東京駅から浦佐駅まで約90分）
○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
びついていないため、社会減の主な原因となっている。求人は多いものの、高学歴の人材
は地方の工場（第二次産業）勤務等に魅力を感じておらず、雇用のミスマッチが発生してい
る。このため、市総合戦略策定時に外部組織（市まち・ひと・しごと創生推進会議）の委員か
ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
を向上させることができる。
○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
となることで、人口流失を防ぐことができるとともに、外部からの
移住を見込むことができる。



⑦　「⑤」の事業の実施を不可能
又は困難とさせている規制等の

内容
（必須）
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を有する日本企業との取引を希望している。
○当市へアクティブシニア層の移住定住を進める「生涯活躍のまち構想」を進めており、住
環境の整備と施策整備が急がれている。
【地域性】
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○東京圏と比較し地価が低く、非常に安価なビジネス・コストで企業進出が可能。
○南魚沼市では、大学進学とともに東京圏へ若い世代が流出し、卒業後も地元就職に結
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ら、ＩＴ関連産業を中心とした企業誘致と、そのためのコワーキングやサテライトオフィス、空
きスペースの活用等に関して多くの提言があり、総合戦略の施策の一つに位置づけてい
る。
○県立公園を中心として、新幹線停車駅、高度学術機関、文化交流施設、高度医療機関、
介護・リハビリステーション等の施設が集中しており、健康で文化的なセカンドライフを送れ
る環境が整っている。

○世界トップクラスの技術を有する日本の製造業と海外の最先
端のＩＴ技術が融合することで、当市をはじめ国内企業の生産性
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○グローバルＩＴパークを実現することで、国内外のグローバル
人材を集積させることができる。市内にある国際大学や、市と包
括提携を結んでいる長岡技術科学大学の技術力を活用するこ
とで産官学金連携による新たな産業の発展を期待することがで
きる。
○生涯活躍のまち形成事業とグローバルＩＴパーク事業とが融
合することで、プラチナ世代が培ってきた貴重なビジネス経験や
人脈等を有効に活用することができる。リタイア後に創業したい
という方にとっても、ＩＴを通じて新たなビジネス・チャンスを創出
できるような海外へのゲイト・ウエイとなる。
○将来的に海外で活躍を希望する若者にとって魅力的なエリア
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旅行業法第２条、第３条

空き家等の効果的な活用を
図るため、地方自治体が直
接的かつ安価（実費相当）な
内容で、移住希望者に対し
ての「移住体験ツアー」等を
実施する場合でも、旅行業
の登録がなければ募集・催
行することができない。
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